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PwCの戦略コンサルティング部門Strategy&に属するKatzenbach 
Center（カッツェンバック・センター）は、組織文化・リーダーシッ
プ・チームワークを研究する組織として、25年前から  組織文化が事
業の発展に及ぼす影響について研究してきました。2021年は約3,200
名を対象に調査を実施し、コロナ禍を背景とした各自の体験につい
て振り返ってもらいました。その結果、 組織文化がコロナ禍との闘い
という物語のヒーローとなったケースがいくつもあることが明らかに
なりました。経営陣はコロナ禍で学んだ教訓をしっかり検討すること
で、今後に向けた洞察を得ることができるでしょう。

多くの組織が、コロナ禍において組織文化は強みの源泉だと考え
ています。これは、経営陣が今後いくつもの課題に対処していく中で、
組織文化が持つ優れた面をさらに伸ばせば、競争優位が得られる可
能性があることを示唆しています。しかしその一方で、組織文化に欠
陥があれば、戦略目標を達成する能力を損ないかねません。

今回の調査では、経営陣が最も懸念する今後の課題として、人材
の採用・定着力が挙げられました。多くの労働者がコロナ禍で現在
の仕事にとどまる選択をした可能性を示す報告があることを踏まえ
ると、経済がコロナ禍から回復し始めた今、この懸念は当然のもの
といえます。実際、米国労働省労働統計局のデータからは、すでに
一部で離職の動きが始まっていることが示されています。米国の求人
数は過去最多を記録し、離職率は急激に上昇しています。現在、労
働市場には求人が溢れており、労働者はそれに合わせて動き始めて
いるのです。今回の組織文化調査と同様に、PwCの「第24回世界
CEO意識調査」でも、「リーダーおよび人材の育成」はCEOが今後
3年間に投資を強化する予定の分野の上位5つに含まれており、優先
課題の1つであることが明らかになっています。しかしそれと同時に経
営陣は、イノベーションや、効果的な働き方、デジタルトランスフォー
メーション（DX）といったさまざまな課題にも取り組むことを迫られ
ています。

組織文化が

将来への道を拓く
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https://www.linkedin.com/pulse/shelter-job-74-us-cautious-path-feels-right-2021-george-anders/
https://www.bls.gov/jlt/
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/ceo-survey.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/ceo-survey.html
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本レポートでは、組織文化の特性をさらに伸ばすことが、
企業の競争優位の源泉になり得るという根拠を提示します。
また、調査結果から明らかになった組織文化が抱える課題
についても解説します。ここでは特に、経営陣が語る組織文
化の姿（特に多様性・公平性・包摂性に関連するもの）と
従業員が実際に体験していることとの間に隔たりがあるという
「オーセンティシティ（真正性）の危機」の課題に焦点を当
てます。最後に、経営陣が組織文化の活性化によって変革と
戦略目標を推進するために、本調査を通じて特定した組織文
化を変革するさまざまな「イネーブラー」を活用し、組織文
化の特性を管理する方法について考察します。

Reid Carpenter 
Global lead, Katzenbach Center 
PwC

組織文化を理解する

行動：個々の従業員の社内での時間の使い
方、判断の下し方、関係維持の方法、対立へ
の対処法、事実の扱い方、仕事の取り組み方
に見られる一定のパターン。日常的な行動。

特性：組織全体で見られる従業員の行動パ
ターンの傾向。特性の「中立性」とは、その
特性にプラスとマイナスの表裏一体の影響が
あることを表している。

イネーブラー：自社の発展に最も重要と特定
した特性と行動を一貫して維持できるように
する上で有効な手段。
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図表1：本調査について（2021年の調査回答者の構成）
42カ国が本調査に参加した。以下は、回答者数の多かった国を全体に占める割合で示したものである。

注：割合は概数
出典：PwC「グローバル組織文化調査2021」

貴社に最も当てはまる 
業種をお選びください

貴社の全世界の 
従業員数をお答えください

 100人未満：516名
 100～249人：374名
 250～999人：556名
 1,000～2,499人：431名
 2,500～4,999人：346名
 5,000～9,999人：330名
 10,000人以上：596名
 回答拒否／不明： 94名

 金融サービス：548名
 テクノロジー・メディア・情報通信：498名
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 医療・医薬品：267名
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Katzenbach Center（カッツェンバック・センター）では、組
織文化を「物事のやり方を決定づける自律的な行動パターン」と
定義している。組織の文化は指紋と同じようにそれぞれ独自のも
のだが、経営陣が、組織文化の特性がいかに変革を推進するか、
または阻害するかを理解し、戦略目標を後押しするために適切な
行動を活性化させる施策を講じれば、独自の組織文化は競争優
位の源泉になり得る。

近年、組織文化は経営陣のアジェンダの中で優先度が著しく上
がっており（図表2参照）、ビジネスの場で話題になる機会も急
激に増えている（図表3参照）。本調査に参加した経営幹部と取
締役会役員の66％は、組織文化は業績にとって今や組織の戦略
や経営モデルよりも重要とさえ回答している。戦略、 経営モデル、
組織文化は、存在意義とともに、互いに結びついた課題であり、
中でも組織文化はビジネスの他の側面に息吹を吹き込むことがで
きるものといえる。

考える時
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2013年 

53%
2018年 

61%
2021年 

66%

図表2： 組織文化は経営陣のアジェンダの中で優先度が 
上がっている

質問： 「自社の組織文化は経営陣のアジェンダの中で重要テーマである」
との記述に、どの程度同意しますか。

調査ベース：2021年：3,243名、2018年：1,204名、2013年：2,219名
注：「同意する」および「非常に同意する」を合わせた回答の割合
出典： PwC 「グローバル組織文化調査2021」「グローバル組織文化調査2018」 

「グローバル組織文化調査2013」

今こそ組織文化を

https://www.strategy-business.com/feature/10-Principles-of-Organizational-Culture
https://www.youtube.com/watch?v=7bL0TA4q6qU
https://hbr.org/2019/11/why-are-we-here
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しかしその一方で、組織文化を話題にしたり、重視したりしても、
従業員は必ずしも組織文化がもたらす効果を感じていないことも
本調査では明らかになった。例えば、多様性・公平性・包摂性
（Diversity, Equity and Inclusion: DEI）実現の取り組みに会社
がどれだけ力を入れているかに関する複数の質問に対し、経営陣
と従業員の回答には平均で20ポイントもの開きがあった。

組織文化を強みとし、その恩恵を存分に享受するためには、
経営陣はこの開きを解消しなければならない。そのためには、政
策立案者との協力も必要になるだろう。政策立案者は、例えば
労働者のための柔軟性の確保や保護を促し、経営陣が組織文化
として体言したいことを実現するような政策によって、その基盤を
築くことができる。組織文化の強化を必要とする理由はいくつもあ
るが、コロナ禍によって企業が変化に適応し、協力し合い、生産
性を上げ、従業員や顧客を大切にする力を発揮する中で、組織
文化の果たす役割が明確になったことで、その必要性が一層浮き
彫りになった。しかし、組織文化がもたらす効果を裏付けるものは、
事例だけではない。強い組織文化と事業の成功との間に関連性
があることは、今回の調査データでも証明されている。

図表3：主要ビジネス刊行物が「組織文化」に言及した回数

 『フォーブス』誌   『ウォール・ストリート・ジャーナル』紙 
出典： Google Ngram。『ウォール・ストリート・ジャーナル』紙および『フォーブス』誌（2001年～2021年）

を対象に「組織文化（culture）」を検索。
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https://www.strategy-business.com/article/Is-organizational-culture-the-hero-or-villain-of-your-pandemic-story
https://www.strategy-business.com/article/Is-organizational-culture-the-hero-or-villain-of-your-pandemic-story


調査によると結果はきわめてはっきりしている。すなわち、この
1年間に自社が状況に適応できたと確信をもって答えた回答者の
81％が、自社の組織文化は競争優位の源泉になっているとも回
答している（図表4参照）。この結果は地域を超えて一貫している
が、その割合は一部の国で特に高く、米国80％、中国94％、イ
ンド92％、英国72％となっている。上級管理職の回答者では、
その72％が組織文化は変革実現のための取り組みを成功に導い
ていると回答している。また、自社に独自の組織文化が根付き、
組織文化は経営陣のアジェンダの重要テーマであると答えた回答
者では、収益、従業員満足度、顧客満足度がコロナ禍において
も向上したとの回答が多く見られた（図表5参照）。

組織文化が

競争優位となる

根拠
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81%
この1年間に自社が状況に
適応できたと確信をもって
答えた回答者のうち、自社
の組織文化は競争優位の
源泉になっていると答えた
回答者の割合

図表4：組織文化の強さと組織としての適応力の高さは合致する
この1年間で組織は方向転換し、変化に素早く適応できたかとの質問に対して、「非常に同意する」と答えた
回答者は、以下についても「同意する」または「非常に同意する」と答えている。

調査ベース： 自社の組織は方向転換し、変化に素早く適応できたかとの質問に対して、 
「非常に同意する」と答えた回答者：854名

注：「同意する」または「非常に同意する」を合わせた回答の割合
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

組織文化は競争優位の
源泉である

組織文化は経営陣のア
ジェンダの重要テーマで
ある

従業員の行動パターン
は、組織文化が目指す
姿と合致している

自社の組織文化は社内
変革の実現を可能にし
ている

81% 85% 85% 88%



8  PwC | グローバル組織文化調査2021

また、調査によると、独自の組織文化が根付いている組織は、  
コロナ禍においても業績を維持し、必要に応じて方向転換する
ことが容易になったと感じていることも明らかになった。自社に
独自の組織文化が根付いていると考える回答者のうち、73％が
コロナ禍において迅速な意思決定がしやすくなった（または変
わらなかった） と答え、同僚との協力について、協力しやすくなっ
た（または変わらなかった）との回答は64％、顧客ニーズに対
応しやすくなった（または変わらなかった）との回答は66％に
上った（図表6参照）。同様の傾向はいずれの地域でも見られ
たが、一部で違いがあった。特に中国では顧客ニーズへの対応
に差が見られず、米国ではイノベーション、インドではコーチン
グ・育成に差が見られなかった。

裏を返せば、組織文化に優先的に取り組まなければ、一部
の仕事はやりにくかったり、うまくいかなかったりすることが、調
査から明らかになった。これは経営陣にとって、競争優位を創出・
維持する上でカギとなる優秀な人材の採用・定着を検討する際
に重要な視点である。

PwCでは、 リモートワークやハイブリッド型の就労モデルに関
する従業員と企業側のニーズについて、時間をかけて詳しく調
査した。その結果によると、組織は今後、異なるニーズや従来
のやり方、新しいやり方の間でバランスを見極めることが重要
になると思われる。コロナ禍において在宅勤務を行った回答者
のうち、44％が同僚と連帯感を保つことが難しくなったと答え
たのに対し、出勤を継続した回答者の場合は33％であった。ま
た、コーチング・育成については、やりやすくなったとの回答が
全回答者の10分の1（12％）にとどまったのに対し、難しくなっ
たとの回答は5分の2（41％）に上った。さまざまな勤務形態
が融合するハイブリッド型の就労モデルに移行する組織が増える
につれて、組織文化の一部の側面にその影響が表れてくるだろ

う。例えば、従業員は組織や同僚につながりを感じにくくなった
り、不平等の問題が悪化したりする可能性がある。

組織文化が生み出す競争上の有利・不利に関するこうした
事実を理解したからといって、経営陣が組織の潜在力を十分に
生かす方法が分かるようになるわけではない。今後数カ月にわ
たり、組織や従業員がこれまでとは大きく異なる労働環境に適
応していく中で、組織文化の価値が改めて試されることになろ
う。経営陣は、どうすれば競合企業と一線を画す独自の組織文
化が根付いているかを確かめられるのだろうか。また、どのよ
うな要因が、人材の採用・定着力や他の戦略目標達成を後押
しする取り組みを阻害することになるのだろうか。本調査から、
対処すべき組織文化上の重要課題が明らかになった。

図表6：独自の組織文化によって、コロナ禍において効果的な働
き方が可能になった
自社に独自の組織文化が根付いていると答えた回答者では、そうではない
と答えた回答者よりも、コロナ禍において以下の仕事がやりやすくなった、
または変わらなかったとの回答が多く見られた。

48%

収益

80%

従業員満足度

89%

顧客満足度

図表5：独自の組織文化が根付いている組織は、ビジネス上の
成果が向上した
自社に独自の組織文化が根付いていると答えた回答者では、そうではないと
答えた回答者よりも、以下が向上したと回答する割合が図中の％分高かった。

調査ベース： 独自の組織文化が根付いていると答えた回答者：1,986名、根付いて
いないと答えた回答者：411名

注： 調査ベースはそれぞれ「同意する」「非常に同意する」、「同意しない」「全く同
意しない」を合わせた回答者数 

出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

調査ベース： 独自の組織文化が根付いていると答えた回答者：1,986名。独自の組
織文化が根付いていないと答えた回答者：411名

注：調査ベースは、「同意する」および「非常に同意する」を合わせた回答者数
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

独自の組織文化が根付い
ていると答えた回答者

意思決定
コラボレーション
顧客ニーズへの対応
イノベーション
コーチング・育成

独自の組織文化が根付い
ていないと答えた回答者

73% 57%

64%

66%

49%

57%

66% 56%

55% 41%

https://www.strategy-business.com/article/Creating-the-office-of-the-future
https://www.strategy-business.com/article/Creating-the-office-of-the-future
https://www.pwc.com/us/en/services/consulting/workforce-of-the-future/library/how-to-avoid-remote-work-inequity.html
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例えば、従業員が会社やその存在意義、同僚に対して覚える
連帯感は、従業員の感情に影響を及ぼす。感情が前向きであれ
ば、物事に積極的に取り組み、変化を実現し、適応力を発揮する。
調査によると、偽りのない誠実なリーダーシップと組織文化の一
貫性は、連帯感の強さに合致することが分かる（図表7参照）。

⸺オーセンティシティ・ギャップ

  組織文化の一貫性の欠如

 連帯感が弱い   連帯感が中程度   連帯感が強い
注：  組織文化に関する4つの記述（「私は組織の存在意義に個人としてつながりを感
じる」「私はこの組織で成功するための適切なスキルを備えていると思う」「私
のチームは、私が最高の仕事ができるように意欲を持たせ、鼓舞してくれる」「私
は組織の中で自分らしくいられると感じる」）と組織文化の他の側面との相関か
ら「連帯感指数（connectivity index）」を作成した。

調査ベース：全回答者：3,243名
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

図表7： オーセンティシティ（真正性）と組織文化の一貫性は、 
連帯感と相関する

以下の記述に同意する回答者の割合（％）

自社の経営陣は一貫して、存在意
義、価値観、組織文化を体現する
ロールモデルとなっている（自ら
実行している）

組織内での従業員の日常的な行動
パターンは、組織文化が目指す姿
と合致している

19%

36%

49%

63%

87%88%
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調査では、従業員の多くが経営陣の行動に信頼がおけると思っ
ている組織では、組織文化がもたらす良い影響が強く感じられて
いることも明らかになった。また、自社の経営陣は「価値観、存
在意義、組織文化を体現するロールモデル」であると答えた回答
者のうち、85％が組織文化はコロナ禍において競争優位の源泉
であったと答え、自社の組織文化によって変革が実現したとの回
答も83％に上った。

しかし、これらの調査結果はまた、解決に時間のかかる課題も
経営陣に突きつける。つまり、経営陣が語る組織文化の姿を実際
の行動に転換し、それを組織全体で日々感じられるようにするに
はどうすればよいか、という問題である。

2018年の調査では、組織文化に対する経営幹部・取締役会役
員の見方と従業員の体験には大きな隔たりがあることが浮き彫り
となった。PwCがクライアントを支援する中でも、経営陣が語る
組織文化のあり方と従業員の体験が一致しない場合、信頼という
きわめて重要な感情に悪影響を及ぼすという例をいくつも目の当
たりにしてきた。信頼がなければ、組織に変革を起こし、従業員
の意欲を掻き立て、正しい行動を促すことは、はるかに困難な取
り組みとなる。

2021年の調査でも、経営陣と従業員の認識の隔たりは依然と
して続き、組織文化のほぼあらゆる側面に及んでいることが明ら
かになった（図表8参照）。この隔たりは、組織文化に対する投
資効果を得る上での大きな障壁となっている。

この隔たりの根底にあるのはオーセンティシティ（真正性）の問
題である。経営陣は組織文化、価値観、存在意義を自ら体現して
いると考えているが、従業員はそう捉えていない。こうした認識の
隔たりやオーセンティシティの問題を解消することは非常に重要で
ある。なぜなら、オーセンティシティは友好的な感情だけでなく、
目に見える形のビジネス上の成果とも相関関係にあるからだ。

図表8：認識の隔たり
質問：以下の記述にどの程度「同意する」あるいは「非常に同意する」かお答えください。

「自社には明確な存在意義がある」

「私は組織の存在意義に個人としてつながりを感じる」

「自社は重要な社会課題や環境問題を支援している」

「自社の経営陣は、存在意義、価値観、組織文化を自ら実行している」

「私のチームは、私が最高の仕事ができるように鼓舞してくれる」

 経営幹部・取締役会役員   従業員
調査ベース：経営幹部・取締役会役員：382名、従業員：926名
出典： PwC 「グローバル組織文化調査2021」

65%79%

54%83%

52%73%

46%73%

54%81%

https://www.strategyand.pwc.com/jp/ja/publications/report/global-culture-survey.html
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今回の調査では、従業員と経営陣の間の最も大きな認識の隔
たりの1つが、多様性・公平性・包摂性（DEI）に関する質問か
ら浮き彫りになった。組織のDEIを改善する必要があるとの回答
は全体の21％にとどまるものの、経営陣と従業員の見方には大
きな隔たりがあり（図表9参照）、この隔たりはあらゆる地域で広
く見られる。

データによると、現在、多くの従業員が、自分の存在が十分に
認識されず、意見を聞いてもらえない、職場は経営陣が考えてい
るほどインクルーシブ（包摂的）ではないと感じていることが分
かる。このような認識は結果的に問題を招く。例えば、職場で自
分らしくいられないと感じている従業員の場合、環境に馴染むた
めに、あるいは結果的により公平に扱ってもらったり、機会を多
く与えてもらえたりするという考えから、自分の振る舞いや表現、
話し方を変える可能性がある。しかも、このようなリスクは今後

さまざまな勤務形態が融合するハイブリッド型の就労モデルが導
入されることで、さらに深刻化する可能性もある。居心地の悪さ
を感じている従業員が長期間勤務する見込みは低い。したがって、
従業員が疎外感を感じる、あるいは存在が認識されていないと感
じるといった問題に対処しない限り、さらにはDEIの価値観を組
織文化の中に根付かせない限り、組織は必要とする人材の定着
に苦慮することになる。

分析によって、経営陣の言動のみならず、組織全体における従
業員の行動についても、一貫性が重要であることが確認された。
これを組織文化の一貫性と呼ぶ。組織文化のあり方と従業員の
行動パターンの間に一貫性のある組織の回答者は、収益、従業
員満足度、顧客満足度が大きく改善したと回答している（図表10
参照）。

組織文化の一貫性のなさが別の根本的な問題を招いているこ
とも示されている。今回の調査では、従業員が組織文化の持つ
力を信頼できなくなっていることが分かった。組織文化が戦略や
経営モデルよりも重要であると考えている経営幹部・取締役会役
員が増えている一方で、そのように考える従業員は2018年の調査
の66％から今回の調査では46％に減少している。

図表10：組織文化の一貫性はビジネス上の成果を向上させる
自社の組織文化には一貫性がある（従業員の日常的な行動パターンは、組
織文化のあり方と合致している）と答えた回答者では、そうではないと答え
た回答者よりも、以下が向上したと回答する割合が図中の％分高かった。 

図表9：多様性、公平性、包摂性に関する認識の隔たり
質問：以下の記述について、どの程度同意しますか？

29%

収益

72%

従業員満足度

68%

顧客満足度

調査ベース： 自社の組織文化には一貫性があると答えた回答者：2,198名、一貫性
がないと答えた回答者：362名

注： 調査ベースはそれぞれ「同意する」「非常に同意する」、「同意しない」「全く同
意しない」を合わせた回答者数

出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」
 従業員   経営幹部・取締役会役員
調査ベース：経営幹部・取締役会役員：382名、従業員：926名
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

自社は時間をかけてさまざまな意見を聞く

自社は慎重を要する繊細なテーマについてもオープンな議論を奨励している

同僚は時間をかけて私のことを知ろうとしてくれる

自社は柔軟性を大切にし、従業員の個々のニーズに対応してくれる

私は職場で自分らしくいることができる

74%

71%

67%

64%

67%

66%

54%

56%

51%

56%
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組織が目標を達成する上で、組織文化に何を期待するかが明
確で一貫性がある場合には、組織文化の力をうまく生かすことが
できる。組織文化を理解し、それを活性化するために利用できる
手段を把握するには、まず従業員が自社の組織文化を表現すると
きに用いる特性と日頃の行動パターンを洗い出す必要がある。

調査データによると、組織文化に根付かせたい特質や特性は、
前回の調査からあまり変わっていないが、いくつか例外が見られ
た。経営陣が重視する組織文化の上位5つの課題として、デジタ
ル化と安全衛生が新たに加わり、アジリティ（敏捷性）と顧客第
一主義が外れた。PwCの「第24回CEO意識調査」でも同様に
デジタル化が経営陣の優先課題の上位5つに入っており、 PwC米
国が実施した調査では、従業員のウェルビーイング（心身の健康）
が特に重視されていることが明らかになった。こうした傾向は今
後も続くものと思われる。前回に続き今年の調査でも、経営陣は
組織文化の面で最も改善が必要な優先課題に人材の採用・定着
力を挙げている（図表11参照）。しかし、コロナ禍で方向転換や
適応力を発揮できなかったと評価された企業では人材の採用・定
着力の改善が必要だとする回答が45％と高かったのに対し、適
応力を発揮した企業では37％だった。また、コラボレーション（協
力体制）の改善が必要だとする回答も、コロナ禍に十分適応で
きなかった組織では41％と高かったの対し、適応力を発揮した企
業では31％だった（図表12参照）。

管理

組織文化の効果的な

ソリューション：

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/ceo-survey.html
https://www.pwc.com/gx/en/ceo-agenda/ceo-panel-survey-emerge-stronger.pdf?utm_campaign=sbpwc&utm_medium=site&utm_source=articletext
https://www.pwc.com/gx/en/ceo-agenda/ceo-panel-survey-emerge-stronger.pdf?utm_campaign=sbpwc&utm_medium=site&utm_source=articletext
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2018年 2021年

1 1
2 2
3 3
4 4
5 5

人材の定着力 人材の採用・定着力

アジリティ（敏捷性） デジタル化

革新性 革新性

顧客第一主義 安全衛生

コラボレーション（協力体制） コラボレーション（協力体制）

図表11：組織文化の優先課題
質問：以下のうち、最も改善が必要な領域はどれですか？　3つ挙げてください。

図表12：適応力によって異なる優先課題
この1年間に自社が方向転換し、変化に素早く適応できたと答えた回答者では、適応できなかったと答えた回答
者よりも、以下の領域の改善が必要との回答が少なかった。

調査ベース：全回答者：3,243名
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

調査ベース： 自社は方向転換し、変化に素早く適応できたと答えた回答者：2,515名、自社は方向転換し、変化に素早く適応す
ることができなかったと答えた回答者：283名

注： 方向転換および変化への素早い適応に関する回答者数は、「同意する」と「非常に同意する」を合算、「同意しない」と「全
く同意しない」を合算したもの

出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

自社の組織には適応力があると答
えた回答者

人材の採用・定着力

デジタル化

革新性

コラボレーション（協力体制）

安全衛生

自社の組織には適応力がないと答
えた回答者

37%

36%

34%

31%

30%

45%

37%

34%

41%

36%
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一方で、組織のどの特性や行動が目標達成に密接に関わって
いるかを、組織が理解していない可能性がある。例えば、回答
者に組織の主要特性を最もよく表している記述を評点で表しても
らうと（図表13参照）、回答者の大半が自社が階層型であると回
答していることが分かる。しかし、この組織文化の特性に関する
調査結果を、改善の必要性がある領域に関する質問の回答と併
せて分析してみると、非階層型組織の方が人材の採用・定着力
に優れていることが見えてくる。組織文化の主要特性については、
地域によって違いがある。例えば、中国では意思決定は合意形成
で行うことが多い（61％）のに対し、全世界の平均は45％、ド
イツの場合には全世界の平均を下回る30％だった。また、オース
トラリアでは、漸進的に変革するよりも急進的に変革する傾向が
見られる（40％）のに対し、全世界の平均は30％だった。

戦略上の重要課題にいくつも取り組んでいる経営陣は、その重
要課題が自社の組織文化の特性と相容れない場合には、慎重に
調整を図ることが求められるだろう。例えば、分析を進める中で、

人材の採用・定着力を改善する必要があると答えた組織は、組
織文化の特性として、責任の所在を明確にして意思決定を行うこ
と、変革への対応には漸次的なアプローチを重視していることを
挙げていると分かった。これは、この2つの特性が人材の採用・
定着力を改善する取り組みの妨げになっている可能性があること
を示唆している。しかし、結論を急ぐ前に、この2つの特性が組
織戦略の別な面で役立っている可能性も認識することが重要であ
る。例えば、グローバル組織文化調査2018によると、責任の所
在が明確になっていることは、オペレーショナルエクセレンスの実
現を目指す企業にとっては強みとなる。

組織が今後さまざまな課題を乗り越えていく際、初めに戦略目
標を明確にし、優先順位を決めてから、どの特性や行動がその
戦略目標を後押しすることになるかを理解し、組織として利用で
きる主要手段、すなわちイネーブラーを駆使して、組織文化を活
性化させ、進化させることができれば、成功の可能性は大きく高
まるだろう。

調査では、回答者に9つのイネーブラー（公式・非公式の両方）
を提示した。これらのイネーブラーは、PwCの経験に基づき、組
織が成功を収めるために最も重要だと特定した特性や行動に一
貫性を持たせる上で有効だと考えられるものである。

漸次的に変革する 急進的に変革する40% 29% 30%

意思決定した責任の所
在が明確になっている 意思決定は合意形成で行う30% 25% 45%

肩書・等級を重視する フラットで非階層型の組織
である42% 28% 30%

定められたプロセス／ 
手順を守る 臨機応変な対応を奨励する41% 27% 32%

リスクを許容する リスクを回避する25% 33% 42%

図表13：調査で明らかになった組織文化の主要特性

調査ベース：全回答者：3,243名
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

https://www.strategyand.pwc.com/jp/ja/publications/report/global-culture-survey.html


15  PwC | グローバル組織文化調査2021

調査結果の分析によって、組織は変革を促すイネーブラーを、
公式・非公式を問わず、できる限り数多く利用する必要があるこ
とも確認された。また、独自の文化がより根付いている組織や組
織文化の一貫性がより高い組織では、組織文化を変革するこうし
たイネーブラーをより多く活性化させていることも分かった。例え
ば、コロナ禍において4つ以上のイネーブラーを活性化させた場
合には、組織文化が競争優位の源泉となる可能性と組織の適応
力が著しく高まることが調査から明らかになった（図表14参照）。

図表14：組織文化を変革するイネーブラーをより多く活性化させるほど、組織文化は強くなる

活性化させたイネーブ
ラー数

自社には競合企業と
一線を画す独自の組
織文化が根付いている

自社の組織文化は経
営陣のアジェンダの
重要課題である

自社の従業員の日常
的な行動パターンは、
自社の組織文化が目
指す姿と合致している

優秀な人材を採用し、
育成し、定着させる
ためには、今後3～5
年間に自社の組織文
化を大きく進化させる
必要がある

自社の組織文化はコ
ロナ禍において競争
優位の源泉になって
いる

自社の組織文化は社
内変革の実現を可能
にしている

この1年間、自社は必
要に応じて変化に素
早く適応することがで
きた

一般的に、組織文化
は組織の戦略や経営
モデルよりも、業績に
とって重要である

0 26% 23% 28% 57% 23% 21% 35% 30%

1～3 39% 41% 43% 68% 39% 34% 56% 40%

4～7 61% 70% 69% 70% 73% 70% 83% 55%

8～9 84% 90% 91% 78% 91% 92% 96% 71%

調査ベース：全回答者：3,243名。活性化させたイネーブラー数、0：257名、同1～3：709名、同4～7：1,180名、同8～9：1,097名
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」
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組織変革を促すイネーブラーをより多く利用した組織は、コロ
ナ禍においても収益、顧客満足度、従業員満足などの重要業績
評価指標に改善が見られる傾向が強かった（図表15参照）。

言い換えると、積極的に管理された組織文化は従業員への力
強い後押しとなって、クリティカル・フュー（少数の重大な影響を
与える行動）に弾みをつけ、事業の発展につながるのである。

図表15：組織文化を変革するイネーブラーが業績に与える影響
コロナ禍に改善が見られたとの回答（％）

収益／利益 従業員数 取引量 
（顧客数、受注数など）

従業員満足度 顧客満足度

 活性化させたイネーブラー数0   同1～3   同4～7   同8～9
調査ベース：全回答者：3,243名。イネーブラー数、0：257名、同1～3：709名、同4～7：1,180名、同8～9：1,097名
出典：PwC 「グローバル組織文化調査2021」

15%

13%

19%

9%

14%

21%

17%

23%

16%

23%

34%

18%

29%

27%

25%

33%

22%

34%

42%

46%
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変革を促す

組織文化

触媒としての

組織文化は深く根付いているため、進化に時間がかかる。しか
し2020年には、必要に応じてクリティカル・フューに焦点を絞る
ことで、組織は短期間で変革を実現できることが明らかになった。
今後、経営陣がDXや変化する働き方への適応といったいくつもの
ビジネス上の喫緊課題に取り組んでいく中で、組織文化は力強い
味方になり得る。

従業員の定着やDEI、DXへの取り組みの中で、経営陣の組織
文化に対する高い志を目に見える形での成果に転換していくに
は、なすべきことは当然、まだたくさんある。しかし、戦略や存
在意義、経営モデルと整合性を図りながら進めていくことで、組
織文化は強い力となって従業員の定着を後押しし、将来の危機か
ら組織を守る保険の役割を果たすことになろう。

https://www.strategyand.pwc.com/jp/ja/publications/books/the-critical-few.html
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New world. New skills. 新たな世界。新たなスキル。

デジタルな世界で生活し、学び、働き、その一員となる⸺そのために必要なスキルを、誰もが身に着けるべき時が
来ています。私たちの仕事は、急速に変化しています。多くの職業が消えゆく一方で、新たな仕事も次々と生まれて
います。人々が今持っているスキルと、デジタルな世界で仕事をするために必要なスキルには大きなギャップがあり、
これは現代の最も重大な課題の1つとなっています。

スキルの向上、すなわち「アップスキリング」は、複雑な問題です。教育、国・地域・ 自治体の行政、ビジネスなど
さまざまな領域の意思決定者が協力して取り組まなければなりません。

「New world. New skills. 新たな世界。新たなスキル。」は、世界中の人々がデジタル世界への知識と理解を深め、
スキルを改善できるよう支援するPwCのグローバルプログラムです。私たちPwC Japanグループも、PwCスタッフと
クライアント、そして地域社会に投資し、「アップスキリング」という重要な社会課題の解決に取り組んでまいります。

PwC Japanグループのウェブサイトでは、アップスキリングの具体的な取り組みをまとめた動画や、 
関連するレポートを公開しています。ぜひご覧ください。

https://www.pwc.com/jp/ja/issues/upskilling.html
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